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令和８年度加西市産業団地整備事業特別会計予算 

 

令和８年度加西市産業団地整備事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，６５４，０００千円と定め 

る。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。 

（地方債） 

第２条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことのできる地方債の起

債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２表 地方債」によ

る。 

 

 

令和８年２月２６日提出 

加西市長 高 橋 晴 彦   
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第 ２ 表 地方債 

 

起債の目的 
限度額 

（千円） 
起債の方法 利率 償還の方法 

産業団地整備事業 １，１４２,０００ 

普通貸借 

又は 

証券発行 

 

４.０％ 

以内 

 

ただし、利

率見直し方式

で借り入れる

政府資金及び

地方公共団体

金融機構資金

について、利

率の見直しを

行った後にお

いては、当該

見直し後の利

率とする。 

 

借入の翌日から

据置期間を含め 30

年以内に半年賦元

利均等償還、元金

均等償還又は満期

一括償還。借入先

の融通条件がある

ときは、これに従

うことができる。

ただし、市財政の

都合により償還期

限を短縮し、もし

くは繰上償還又は

低利債に借換えす

ることができる。 

 

 

 

（産業団地整備事業特別会計） 
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報    酬 給    料 職員手当 計

（千円） （千円） (千円) （千円）

本年度
(0)

3
12,153 8,563 20,716 4,107 24,823

前年度
(0)

4
15,460 9,768 25,228 5,140 30,368

比  較 (0)
△1

△3,307 △1,205 △4,512 △1,033 △5,545

管 理 職 時間外勤務 特殊勤務 期末勤勉

手    当 手    当 手    当 手    当
(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度 530 1,080 125 336 1,158 5,334 8,563

前年度 331 1,080 186 336 1,472 6,363 9,768

比  較 199 △61 △314 △1,029 △1,205

　　　ア　会計年度任用職員以外の職員

報    酬 給    料 職員手当 計

（千円） （千円） (千円) （千円）

本年度
（0）

3
12,153 8,563 20,716 4,107 24,823

前年度
（0）

4
15,460 9,768 25,228 5,140 30,368

比  較 （0）
△1

△3,307 △1,205 △4,512 △1,033 △5,545

管 理 職 時間外勤務 特殊勤務 期末勤勉

手    当 手    当 手    当 手    当
(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度 530 1,080 125 336 1,158 5,334 8,563

前年度 331 1,080 186 336 1,472 6,363 9,768

比  較 199 △61 △314 △1,029 △1,205

　　　イ　会計年度任用職員

報    酬 給    料 職員手当 計

（千円） （千円） (千円) （千円）

本年度
(0)
 0

前年度
(0)
 0

比  較 (0)
 0

管 理 職 時間外勤務 特殊勤務 期末勤勉

手    当 手    当 手    当 手    当
(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度

前年度

比  較

（１）総  括

職員手当

計
区  分

扶養手当 通勤手当 住居手当

備      考

給  与  費  明  細  書

職員数

給 与 費

１．一 般 職

共 済 費
（千円）

区  分 職員数

給 与 費
共 済 費
（千円）

合    計
（千円）

（　）内は、再任用職員とパートタイム会計年度任用職員の人数について外書したもの

扶養手当 地域手当

地域手当

区  分 合    計
（千円）

備      考

（　）内は、再任用職員の人数について外書したもの

住居手当 計

区  分 職員数

給 与 費
共 済 費
（千円）

合    計
（千円）

備      考

職員手当

区  分
通勤手当

計

職員手当

区  分
扶養手当 地域手当 住居手当

（　）内は、パートタイム会計年度任用職員の人数について外書したもの

通勤手当
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（２）給料及び職員手当等の増減額の明細

　　ア　会計年度任用職員以外の職員

区  分

56

　　イ 　会計年度任用職員

区  分

パートタイム職員数

※単位：人
フルタイム職員数

※単位：人

（３）給料及び職員手当の状況

     ア．職員１人当り給与

     イ．初  任  給

  ウ．級別職員数

1 33.3

1 33.3

1 33.3

3 100.0

2 50.0

1 25.0

1 25.0

4 100.0

そ　　の　　他

国 の 制 度

令和８年１月１日現在

大 学 卒

高 校 卒

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

令和７年１月１日現在

区      分
級

１  級

２  級

３  級

４  級

行      政      職

構成比（％）

２  級

平 均 年 齢 （歳）

令和８年１月１日現在

令和７年１月１日現在

区 分

平均給料月額（円）

213,100

平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （歳） 40

行  政  職

339,700

400,876

41

321,500

355,833

237,600

行政職
      （円）

200,300

232,000

行政職

      （円）

５  級

６  級

７  級

８  級

会計間異動等による

62

区      分

８  級

計

職員数（人）

４  級

５  級

６  級

７  級

計

１  級

３  級

備    考

給　　料 △ 3,307

給与改定に伴うもの

昇給に伴うもの 109

増減額 (千円) 増減事由別内訳（千円） 説          明

そ　　の　　他  △ 3,416

 △ 1,323 会計間異動等による

期末勤勉手当

 △ 1,205

制度改正等に伴うもの 56

昇給に伴うもの

そ　　の　　他

職員手当

増減額 (千円)

報　　酬

給　　料

職員手当

備    考説          明

そ　　の　　他

そ　　の　　他

増減事由別内訳（千円）

本年度
前年度
増　減

本年度
前年度
増　減
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     （級別の標準的職務内容）

区    分 １  級 ２  級 ３  級 ４  級 ５  級 ６  級 ７  級 ８  級

次長 理事
係長 部参事 技監
主査 課長 部長

主幹 市参事

     エ．昇給

１号給（人）

２号給（人）

３号給（人）

４号給（人）

５以上（人）

１号給（人）

２号給（人）

３号給（人）

４号給（人）

５以上（人）

     オ．期末手当・勤勉手当

職制上の段階

職務の級等に

６月(月分) 12月(月分) よる加算措置

本 年 度 2.325 2.325 4.65 有

前 年 度 2.300 2.300 4.60 有

国の制度 2.325 2.325 4.65 有

     カ．定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

国の制度
(支給率等)

     キ．地域手当

     ク．その他の手当

区 分

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

行 政 職 主事補 主事 主事 主任 課長補佐

3

75.0

備    考

前年度

職員数（Ａ）　　　　　 　　　　 （人）

昇給に係る職員数（Ｂ） 　　　　 （人）

比率　　（Ｂ）／（Ａ）          （％）

1

2

100.0

昇給に係る職員数（Ｂ） 　　　　 （人）

行政職

3

3

区    分
支 給 期 別 支 給 率 支給率計

(月分)

区                        分

本年度

職員数（Ａ）　　　　　 　　　　 （人）

その他の

加算措置等

定年前早期退職特例措置
（2％～45％加算）

定年前早期退職特例措置
（2％～45％加算）

比率　　（Ｂ）／（Ａ）          （％）

4

3

最高限度区 分 20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 備 考

47.709 47.709

支給対象地域

24.586875 33.27075

      基 づ く 支 給 率 （％）

3支 給 対 象 職 員 （人）

同　じ

差異の内容

全地域

国の制度との異同

同　じ

号給数別内訳

号給数別内訳

4%
      国 の 指 定 基 準 に

同　じ

4%支　　　給　　　率（％）
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地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末
及び当該年度末における現在高の見込に関する調書

（単位　千円）

前々年度末 前年度末 当該年度末

現　在　高 現在高見込額
当該年度中
起債見込額

当該年度中
元金償還見込額

現在高見込額

産業団地整備事業債 0 47,000 1,142,000 0 1,189,000

合　計 0 47,000 1,142,000 0 1,189,000

区　　　分

当該年度中増減見込額
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事　　　　　　項 限 度 額

期　間 金　額 期　間 金　額 国県支出金 地方債 その他

千円 年度 千円 年度 千円 千円 千円 千円 千円

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も の に つ い て 前 年 度 末 迄 の 支 出 額
 又 は 支 出 見 込 額 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

前 年 度 ま で の 当 該 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳

支 出 （ 見 込 ） 額 支 出 予 定 額 特 定 財 源
一般財源

R7 159,000 1,142,000
加 西 イ ン タ ー 産 業 団 地
第 ２ 期 整 備 事 業

4,563,023 R8～R10 4,404,023 3,262,023
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